
令和７（2025）年度 第３回郡山市学校教育審議会 次第 

日   時： 令和８（202６）年１月２８日（水） １３時３０分～１５時３０分 

場   所： 郡山市役所本庁舎５階 教育委員会室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 教育長あいさつ 

 

３ 審 議 

（１）  報告事項                                      

 令和８年度入・就学者に係る特認校（西田学園後期課程）の募集人数について 

 

（２） 審議事項 

 「今後の郡山市の教育課程特例校（プログラミング教育）のあり方について」 

 

① 令和７年度 第２回郡山市学校教育審議会の論点集約及びまとめ 

 

② 「今後５年間における郡山市のプログラミング教育のあり方について」の提言骨子（案）に

ついて 

 

《休   憩》  （15 分～20 分程度） 

 

③ 中間まとめ（１） 「授業時数について」の検討課題について 

 

④ 中間まとめ（４） 「現行の学習指導要領の小・中・高等学校共通のポイント」における    

検討課題について 

 

４ その他 

 

５ 閉 会 
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○ 郡山市学校教育審議会条例 

平成10年３月30日 

郡山市条例第12号 

（設置） 

第１条 郡山市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、学校教育について必

要な事項を調査審議するため、郡山市学校教育審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 学校教育についての重要施策に関する事項 

(2) 学校教育の振興に関する事項 

(3) 市立学校の通学区域及び学齢児童生徒の就学すべき学校の指定に関する事項 

 

（組織） 

第３条 審議会は、委員９人以内で組織する。 

２ 審議会に、特別な事項を調査審議させるため必要があるときは、特別委員８人以内を置くこ

とができる。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

(1) 郡山市小中学校長会の役員 

(2) 郡山市PTA連合会の役員 

(3) 市社会教育委員 

(4) 学識経験を有する者 

４ 特別委員は、当該特別な事項について学識経験を有する者のうちから教育委員会が委嘱す

る。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員が前条第３項第１号から第３号までの各号の職を辞したときは、委員の職を解任される

ものとする。 

４ 特別委員は、当該特別な事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（会長） 

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務

を代理する。 
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（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員（特別委員を含む。以下同じ。）の過半数が出席しなければ会議を開くこと

ができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

 

（意見の聴取等） 

第７条 審議会は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴く

ことができる。 

 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、教育委員会事務局学校教育部学校教育推進課において処理する。 

 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

 



令和８年度入・就学者に係る特認校（西田学園後期課程）の募集人数について

1. 令和８年度入・就学者における特例校（西田学園後期課程）の募集人数（受入人数）については、令和７年５月１日の通常学級数及び児童生徒数の推計をもとに、推計値の学
級数を増加させないことを前提に、次年度の特別支援学級増設の有無や普通教室の空き状況、前年度の受入状況等を勘案して原案を作成、西田学園と協議を行い決定した。

2. この募集人数（受入可能人数）に基づき、新中学校１年生の入学通知書発送後の令和８年1月１３日（火）から２月１０日（火）までの期間で募集受付を行っている。

１． 西田学園後期課程（特認校制）

西田学園後期課程の募集人数（受入人数）については、前期課程と同時期に行い９月までに決定した。

１



２． 特認校制・隣接区域選択制参考資料

３


